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　日本の未来は、高等教育の改革如何によって大
きく変化するであろう。中央教育審議会は、平成
24年に「新たな未来を築くための大学教育の質的
転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力
を育成する大学へ～」と題した答申を行った。（平
成24年8月28日　中央教育審議会）。答申の「４．
求められる学士課程教育の質的転換」には、従来
のような知識の伝達・注入を中心とした授業か
ら、「教員と学生が意思疎通を図りつつ、一緒に
なって切磋琢磨し、相互に刺激を与えながら知的
に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発見
し解を見いだしていく能動的学修（アクティブ・
ラーニング）への転換が必要である。」と提言し
ている。学生の能力を引き出し、鍛えるために双
方向の講義、演習、実験、実習や実技等を中心と
した授業への転換によって、学生の主体的な学修
を促す教育方法が求められているのである。学生
の主体的な学修の中心は授業のための予習・復習
であり、また、学生同士のディスカッション、他
の専門家等とのコミュニケーション、直接指導に
おける対話や意思疎通、インターンシップ、ボラ
ンティアや留学体験といった教室外学修プログラ
ム等の学修が含まれる。
　学修時間の増加を質の高い学修へと繋げ、生涯
にわたって学修を身につけるために、体系化され
たカリキュラムを、授業科目に展開して後、それ
ぞれの担当者に委ねるだけではなく、担当者間の
連携を維持した組織的な教育が求められているの
である。組織的な教育を実現するためには、シラ
バスを学修の指針となるように充実させ、学生が
授業のために事前の準備や事後の展開などを行う
ことを可能にし、更に他の授業科目との関連性を
明確にしてカリキュラム全体と個々の授業科目
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が目指す方向が理解できるようにしなければな
らない。このような改革には、教員の意識面お
よび教育設備のシステム面での改革が必要であ
ろう。ICT導入の視点からは、主体的な学修を支
えるICT環境を整備し、双方向型の授業・自習支
援や教学システムの整備など、きめ細かな指導を
サポートするシステムの導入が求められるのであ
る。
　大学教育の質的転換を求める中教審答申だけで
はなく、本学に設置された特別支援学校教職課程
に関しても「特殊教育免許の総合化について（報
告）」（平成１７年４月２２日　中央教育審議会教
員養成部会）において、次のように他大学、特別
支援学校、教育委員会など、外部との連携が求め
られている。このような連携には、直接の交流だ
けではなしに、遠隔授業や広域ネットワークシス
テムを通じた交流など、ICT環境の整備も必要不
可欠であろう。
「特殊教育免許の総合化について（報告）」
（平成17年4月22日中央教育審議会教員養成部会）
3．大学における養成体制の在り方
　「特別支援学校教諭免許状（仮称）」が、全ての障害
種別に関する基本的事項をおさえるものとすると、大
学においても全ての障害種別に関する科目を開設する
体制を整える必要があるが、これは現実的に困難が予
想されることから、工夫が必要である。
　具体的には、「特別支援学校（仮称）」教員の養成課
程としては、より多くの大学で養成課程を設けられる
ように、他大学との連携や、都道府県教育委員会との
連携などを含めた以下のような大学等における教育体
制の整備が必要である。
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高等教育の改革とICT環境の整備
　高等教育の改革の1つに学修環境の整備が挙げ
られる。学生の自学自習を促し、支援するシステ
ムの構築は、学生個人個人の興味関心を育みなが
ら、その発展や進度を測る上で必要である。また
大学の目的を達成するために構成される授業科目
の編成を真に生かすための、授業科目間の有機的
な連携も必要である。しかし現状では、学生個々
の把握も、数週後、学期終了後といった遅延なし
に測ることは困難である。また、当初はカリキュ
ラム編成に多くの時間を費やしたとしても、動き
始めた授業科目間の連携に言及することはほとん
どなく、授業科目は、それらの連携なしに無機的
に配置されているに過ぎない。実際、授業科目は
シラバスによって明示されているにもかかわら
ず、それらの授業について、内容をすりあわせた
り、進行や理解度について情報を交換するという
有機的な連携が図られる事はほとんどない。この
ような現状の教育システムを改革するためには、
授業技術のような、主として教育者の個人的なス
キルに負うのではなく、大学のICTシステム全体
の再構成、改革に負うところが大きい。
　「大学教育と情報」（2012年度　No.3（通巻140
号））には、保育学におけるICT活用の3つの例が
掲載されている。新谷等（２）は、保育・教育実
習に、ICTを活用した遠隔学習支援システムを用
いた指導を導入して、保育所実習、幼稚園教育実
習、施設実習の10週間にわたる実習期間の指導に
効果をあげている。従来の実習指導では行われて
いなかった、毎日の反省会に、実習中の動画や指
導計画の資料を共有して、テレビ会議を行うこと
を可能にしている。このようなシステムを使うこ
とによって毎日の実習にアドバイスを与えること
ができるようになった。坂本（３）は、実習や保
育者を目指す学習の場における世代間の交流に注
目し、 ICTを活用して、将来の保育現場における
人間関係構築にも役立つシステムを構築した。最
初のステップに、インターネットを通じた交流を
基礎力の育成と位置づけ、学内実習や卒業生との
交流、さらに学外の実習及び地域交流などの直接
交流を組み合わせることによって、交流全体を公
開ネットワークシステム上でインタラクティブに
体系化することに成功している。大野（４）は、 
保育者を目指す、異なった学年の学生グループを
作り、共同コミュニティによる課題解決学習を試
みている。ロールプレイや事例研究の映像化、発
表にICTを活用し、グループ間の情報の交流に成
果を上げている。
　私立大学情報教育協会は、平成24年度の奨励賞
に「薬学6年制教育支援システムと主体的な学習
時間の確保」を選んだ。システムの特長は、6年
間の一貫したカリキュラムの中で学びの連続性を
持たせて学修支援を行うことができることにあ
　科目等履修制度や多様なメディアを活用した遠隔授
業等による履修を積極的に活用すること。
　「特別支援教育に関する科目（仮称）」について、教
職に関する科目との均衡を考慮しつつ自大学で開設す
べき授業科目をある程度軽減する措置をとる一方、大
学間の単位互換制度を積極的に活用すること。
　多様な障害種別に関する科目を担当する教員を確保
するため、都道府県教育委員会等と大学との連携を強
化し、盲・聾・養護学校等の現職教員や退職した教員
を大学の非常勤講師等として積極的に活用すること。
　また、教育実習は、教員を志望する者にとって、実
践に触れ自らの進路を考える極めて貴重な機会である
ため、実習協力校との連携等、大学と教育委員会等の
連携関係や指導体制の強化に一層努力する必要がある。
その際、大学は指導教官の実習先への派遣等、指導体
制の構築に努めることが重要である。
　更に、学生に特別支援教育に対するより広い見聞と
認識を身に付けさせるため、大学内で授業を展開する
だけでなく、実態を踏まえた教員養成を行う観点から、
大学は、教育実習はもとより選択科目や課外における
諸活動を通じ、複数の障害種別に対応できる能力を高
めるための実践の機会を確保するとともに、障害のあ
る児童生徒等と実際に触れあい、観察する機会や、障
害のある児童生徒等が卒業後勤務する職場を見学する
機会等を提供することが期待される。
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り、具体的な受賞理由として、6学年全ての科目
を対象として独自の教育手法を細部まで具現化し
ていること、教員が学際的に一体となってシステ
ムの全てを自作したこと、学生が授業時間外にお
いても問題演習に取り組むことができるなど主体
的な学修時間の確保に貢献したこと、その結果と
して薬学共用試験や薬剤師国家試験で優れた結果
を残し学部全体の教育の充実に大きく寄与したこ
となどが挙げられている。
　ここに挙げた全ての試みは、いずれも学内サー
バーの一部を用いることによって、システムの維
持、情報の交流、学生の学習進度の把握が図られ
ている。 今後、学内ネットワーク環境の整備に
よって、より効果的な学習システムが構築され維
持されることが望まれるが、実際には、システム
を維持するということには困難が伴うことも多
い。維持するための管理者の確保や、システム自
体の陳腐化に対する機能の改善など、人的、財政
的な課題が生じるためである。
クラウドコンピューティング
　学生の自学自習を促進するために用いられる
LMS(Learning Management System)に は、 有
料のものから無料で使えるものまで、さまざまな
システムが提供されている。しかし有料、無料に
かかわらず、ハードウェアーシステムの管理と、
それを上回るシステム管理の負担を考慮すれば、
簡単に導入し運用できるものではない。
　ここ1、2年の間にクラウドコンピューティング
は急速な進歩を見せた。システムの管理を他者に
委ねることによって、人的、財政的な課題を解決
したいというニーズに答えることができる高速で
安価なネットワークシステムが提供されるように
なり、またどこにいても利用することができる無
線接続の環境が整ったからである。もともとクラ
ウドという表現はあいまいなものであり、従来か
らあった高性能サーバーを中心に端末から利用す
るネットワークシステムと変わりがあるわけでは
ない。しかしシステムを導入する組織が、サーバー
を構築あるいは意識せずに使えるという意味で
は、従来のネットワークとは大きく異なるであろ
う。利用者にとって、アプリケーションサービス
やストレージドライブを提供してくれるサーバー
の所在は、まさに雲をつかむようなもので、重要
な処理やデータ蓄積には向かないかもしれない。
しかし既に本学でも、Yahooの提供するYaeメー
ルシステムとして“クラウド”を利用している。メー
ルソフトはアプリケーションサービスとして提供
されるとともに、メールの本文は“クラウド”に
保存されているのである。不確かさを問題にする
人にとってクラウドは胡散臭いサービスであるか
もしれないが、サーバー構築に財政的な問題と維
持の人的問題を抱える組織においては便利なシス
テムである。
　クラウドコンピューティングの利用には、取り
あえず次のような点を考慮して試用することに
よって、問題点が明らかになるであろう。
１，利用者数
２，保存するファイルの最大サイズ 
３，保存するファイルの合計サイズ
４，通常使用しているアプリケーションとの 
連携機能
　高等教育機関においては、クラウドの不確かさ
と、その利点を天秤にかけて検討する必要があろ
う。しかし、個人レベルから組織全体のシステム
まで、外部のクラウドサービスに委ねることが可
能なのである。クラウドコンピューティングの場
合には、大学全体のシステム開発を待つ、あるい
は機能の制限などの問題を解決しながら使い続け
るというもどかしさを感じることなく、このシス
テムを、使える機能、場面から徐々に使い、不必
要な機能は無視するという柔軟な使い方も可能な
ので、システム構築につきものの財政的なリスク
を回避することができる。
クラウドサービスの現状
　表１に示したように、現時点で、Microsoft、
Apple、Googleなど大手のOSあるいは検索ソフト
クラウド名称 無料容量 保存期間
DropBox 2GB
90日 無 使 用 で
データ削除
Google Drive 5GB 無期限
SkyDrive 7GB 無期限
iCloude 5GB 無期限
Yahoo!ボックス 5GB
3年間無使用で
データ削除
NIKON IMAGE SPACE 7GB 無期限
Nドライブ 30GB 3年間無使用で
データ削除
Kドライブ 30GB 無期限
表１　主要なクラウドサービス
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を提供する会社から大容量の無料クラウドサービ
スが提供されている。またdropbox、Adobeの提
供によるサービスも充実してきた。特別な用途に
限ったものであれば写真メーカーが提供するクラ
ウドサービスもある。クラウドと意識せずとも、
facebookなどSNSサービスやiTunesは、大容量の
ストレージとアプリケーションを提供しているの
である。それぞれのサービスは、ファイル全般を
対象としたものの他、写真を対象として、検索の
機能を提供する等、機能を特化させたものもある。
　これらストレージサービスに、協同作業空間を
構成できる機能を組み合わせて利用することに
よって、教員、および現場の教育支援者との連携、
教員・現場指導者と学生間、あるいは学生グルー
プの協調作業が可能となる。
　MicrosoftやGoogle,Adobeは、この１，２年の
間に、協同作業空間を提供するクラウドストレー
ジシステムを提供するようになった。Ofﬁce.com 
にloginすると、Microsoft Ofﬁceのファイルをク
ラウド上のSkydriveに保管したり、そのファイ
ルを共有して、グループの学生が共同で編集する
ことができる。Google.comも、カレンダーや文書、
表計算シートなどのファイルを共有し、グループ
内で編集、集計作業を可能とするシステムである。
勿論、これらのサービスを大学の教育システムの
中に取り入れることは簡単ではない。情報の安全
性の問題だけではなく、教育目的に合致した効率
的な使い方を考える必要がある。また、協同作業
を間違いなく使いこなすためには、一定の技術力
が必要となる。しかしさまざまな課題に直面しな
がら、細かく修正できることもクラウドの利点と
いうことが出来る。
　本稿では、クラウドサービスを教育及び研究に
使用するためのアイディアの一つとして、Adobe
社のAcrobatを用いたAdobe FormsCentralを使
用した、アンケート及び提出書類の例を紹介する。
年間10675円と有料であるが、Form数、データ容
量は無制限であり、返答数は5000まで可能である。
大きなシステムに組み込むことを考えずに、教育
及び研究に使用する必要な機能のみに目を向けて
検討したい。
特別支援学校教育実習履修申込登録および 
FDアンケートの例
　４年次秋に実施される特別支援学校の教育実習
図１　帳票の例（履修届け）
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の登録は、２年次後半から希望者に対しての詳細
な説明を始め、DVDの視聴やレポート提出など
の課題を経て、3年次前期から登録が始められる。
３年前期末の本登録によって、実習校あるいは教
育委員会への実習依頼を行うことになる。登録に
際して、連絡先など実習中に必要な基礎情報と、
学生が実習までに準備しておかなければならない
情報を確認するため、次のような「履修登録」を
作成した。このFormを配布するため、クラウド
として提供される“AdobeFormsCentral”を使
用した。このシステムの主要な役割はデータの収
集である。Acrobatの書式を、配布用Formに変
換し、配布可能なFormを作成して送付するので
ある。各セルはテキスト入力ボックスとなってお
り、全角文字、半角ローマ字、数値、日付など、
個別に書式を指定することができる。
　実際の作成は、次のような過程を経る。
１　ワードプロセッサーを用いて帳票を作成する
(図１）
２　PDFに変換する
３　Adobe Acrobatを用いてボタンや入力欄など
を含むFormを作成する（図２）
４　Adobe FormsCentralで作成したFormを「送
信が有効なPDF」に変換する
５　メールに注意書きを書き、「送信が有効な
PDFフォーム」を添付して送信する
６　Adobe FormsCentralに送信され、ボタンや
自由記述部分が表形式となって表示される画
面を参照、あるいは印刷する。
７　必要に応じて、「返答を書き出し」をクリッ
クして、返信を個別の帳票に変換する。
８　アンケートなどは“集計レポート”を参照す
る（図３）
 
　配布用Formに変換された帳票は、ネットワー
クに接続されている場合には、直接送信すること
も可能である。またメールに添付して配布するこ
とも可能である。右上に配置された「送信」ボタ
ンをクリックすることによって、ネットワークに
接続されている場合には、メールソフトを起動す
ることなく、発信者に“送信”することができる。
「送信」ボタンは、上下左右どこにでも配置でき
るので、書式に応じて最も目に触れる位置に配置
することが可能である。今回使用した書式の場合
図２　送信ボタンを配置したアンケート書式
図３　集計レポート
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は１枚であり、下部には空白があったので、右上
とした。20名の受信者のうち２名が未送信（返信）
であった。１名は、返信メールの添付ファイルで
あったので、受信した筆者が「送信」ボタンをク
リックして“送信”した。
　FDアンケートは、学内教員に実施したもので
ある。ラジオボタン（単一回答）とチェックボタ
ン（複数回答）および、複数行の記入が可能な
テキストボックスを配置し、４ページにおよぶ
Formであった。回収率は５０％弱であったが、
中には送信の方法が分からないという者もいたよ
うである。「送信」ボタンをクリックするという、
余りにも簡単な作業であったため、逆に送信を躊
躇するということもあったのかもしれない。
　 今 回 使 用 し たFormsCentralは、Micro Soft 
WordによるForm作成前の帳票作成とPDF化、
Excelへのデータ書き出しが可能である。また、
PDF化したFormも、新しいバージョンⅩⅠでは
段落ごとの制限はあるが編集可能となった。送信
可能なFormの作成は簡単であり、文字数、改行
指定、フォント、ラジオボタン、チェックボタン、
計算など、入力書式の指定はメニューから簡単に
選択することが出来る。また、発信者に送信され
たアンケートは、自動的にグラフ形式に変換され
図３のように表示される。
　帳票の場合も、表形式で表示されると共に、必
要に応じて、入力された帳票として保管、印刷す
ることも可能である。教育場面では、試験、レポー
ト、提出書類として保存、各項目の組換えなど、
柔軟な使用が可能となる。
　
結び
　平成10年末、当時の文部大臣有馬朗人氏から、
「初等中等教育と高等教育との接続の改善につい
て」との諮問が行われた。この当時、大学への進
学率は50％を超えることが予想されており、大学
にはさまざまな履修歴を持つ学生が進学してくる
ことが予想されていたからでもある。翌年の平成
12年末には中央教育審議会から答申が出され、そ
れ以降、高大連携の重要性や諸課題が論議される
ようになったのである。その論議の中心は、選抜
試験を含む高大相互の連携であるが、本学で高大
連携が取り上げられても、大学の専門分野につい
ての理解を求める出張講義が主であった。大学に
おける自主的学修の重要性の理解を、高等教育の
側から一方的に求めたのである。平成20年度、21
年度に改定された新学習指導要領が順次完全実施
され、平成25年度には高等学校でも実施される。
３年後には新しい指導要領で高校を卒業する学生
が入学する年である。キャリア教育、協調学習、
表現力を重視した教育が行われていることを踏ま
えて、これらの学生を高等教育へスムースに迎え
入れて、実りある学修ができるような環境を整え
なければならない。その多様な連携、学生に対す
るきめ細かい指導を行う学修環境システムを実現
するためには、ICTの活用が不可欠である。
　今後、教育機関にとどまらず、企業でも、ある
いは個人でも、クラウドコンピューティングの利
用が高まることが予想される。それは、この十数
年来続いていた、コンピュータ投資への不満の表
れでもある。システム転換の柔軟性と、より高い
費用対効果が求められるようになったのであろ
う。このような状況は、学修環境の整備に明確な
システム展望が図れない本学のような場合、試行
錯誤が可能となるという点で有利ともいえる。
　今後、授業や演習においての活用にとどまらず、
さまざまな教育指導場面にクラウドコンピュー
ティングを導入し、その活用効果が明らかにされ
ることを期待する。
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